
労働衛生行政におけるメンタル
ヘルス対策の現状と今後の取組
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１ 職場のメンタルヘルスの動向
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強い不安、悩み、ストレスがある労働者の推移

資料出所：労働者健康状況調査（厚生労働省）

職場におけるストレスの現状
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→ 強い不安、悩み、ストレスがある労働者が６割近く

職業生活におけるストレス等の内容
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・精神障害等の労災件数が増加傾向
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○ 心の健康対策（メンタルヘルス対策）に取り組んでいる事業所割合

（参考）平成１９年 労働者健康状況調査

職場におけるメンタルヘルス対策に関する緊急調査
（H22.9)結果の概要（中間集計）
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○ メンタルヘルスケアのための専門スタッフの配置状況

（参考）平成１９年 労働者健康状況調査

職場におけるメンタルヘルス対策に関する緊急調査
（H22.9)結果の概要（中間集計）
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○ 過去１年間に、メンタルヘルス上の理由により連続１ヶ月以上休職また
は退職した労働者がいる事業所割合

（参考）平成１９年 労働者健康状況調査

職場におけるメンタルヘルス対策に関する緊急調査
結果（H22.9)の概要（中間集計）
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２ 職場におけるメンタルヘルス対策
の概要
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【行政課題】

【事業場の具体的課題】

● 取り組み方がわからない
(44.3%)

● 専門スタッフがいない
（42.2%）

● 必要性を感じない
(28.9%)

● 労働者の関心がない
(27.7%)

○ メンタルヘルス対策支援センターによる総合的な支援

○ メンタルヘルスケアの取り組み方法の教示等

① 事業場からの相談に対応するための相談窓口の設置

② 事業場の求めに応じた個別訪問指導の実施

③ メンタルヘルス・ポータルサイトの設置

○ 専門スタッフの育成等

① 産業医等産業保健スタッフに対するメンタルヘルス研修の実施

② 事業場内メンタルヘルス推進担当者研修の実施

③ 外部相談機関の紹介

○ メンタルヘルス対策の周知・啓発

① メンタルヘルスシンポジウム、セミナーの開催

② メンタルヘルス・ポータルサイトの設置（再掲）

③ 労働者向けセルフケア促進用資料等、各種リーフレット等の作成・配付

● 労災認定件数は高水準
（269 件）、自殺者数は３万人
超え

● メンタルヘルスに取り組ん
でいる事業場は約３割
(33.6%)

● 小規模事業場ほど取り組
みが低調（事業場規模10～29
人で は9.2%）

【事業場への支援】

＊ 数値（割合）は労働者健康状況調査報告より

○ 労働安全衛生法の改正
① 衛生委員会等の調査審議事項に、メンタルヘルス対策の樹立に関することを追加
② 長時間労働者に対する医師による面接指導制度の導入（面接指導の際にメンタル

ヘルス面のチェックを実施）
○ 指針等による対応

「労働者の心の健康の保持増進のための指針」(平成18年3月公示)、「心の健康
問題により休業した労働者の職場復帰支援の手引き」(平成21年3月改訂）等の策定

○ 第11次労働災害防止計画における目標設定
「メンタルヘルスケアに取り組む事業場の割合を50%以上とする」

○ 都道府県労働局、労働基準監督署による指導
経営トップを含めた事業場に対する指導等の実施

○ 中小規模事業場に対する支援の充実
全国47都道府県にメンタルヘルス対策支援センターを設置し、独自の取り組
みが困難な中小企業を中心に総合的な支援を実施

【行政施策】

職場のメンタルヘルスの課題と対策

11



【指針の概要】
1 衛生委員会等における調査審議
2 心の健康づくり計画の策定
３ ４つのメンタルヘルスケアの推進

・セルフケア
労働者自身がストレスに気づき対処すること。

・ラインによるケア
管理監督者が職場の具体的なストレス要因を把握し改善すること。

・産業保健スタッフによるケア
産業医等の産業保健スタッフが、セルフケア、ラインによるケアの実施
を支援するとともに、教育研修の企画・実施、情報の収集・提供等を行う
こと。

・事業場外資源によるケア
メンタルヘルスケアに関する専門機関を活用すること。

４ メンタルヘルスケアのための教育研修・情報提供
５ 職場環境等の把握と改善
６ メンタルヘルス不調の気づきと対応
７ 職場復帰における支援
８ 個人情報の保護への配慮

労働安全衛生法第70条の２第１項に基づき、厚生労働大臣が公表した指針。
メンタルヘルスケアの原則的な実施方法を定めている。

労働者の心の健康の保持増進のための指針（概要）
（平成１８年３月３１日 健康保持増進のための指針公示第3号）
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労働者の心の健康の保持増進のための指針（概要図）
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１ 基本的な考え方

円滑な職場復帰を行うためには、職場復帰支援プログラムの策定や関連規程の整備等によ
り、休業の開始から通常業務への復帰までの流れを明確にすることが重要。策定された職場復
帰支援プログラム等については、労働者、管理監督者等に周知すること。

２ 病気休業開始及び休業中の段階

休業中の労働者が不安に感じていることに関して十分な情報提供や相談対応を行うこと。職
場復帰支援に関する事業場外資源や地域にある公的制度等を利用する方法もあることから、こ
れらについての情報を提供することも考えられること。

３ 職場復帰の決定までの段階

主治医による職場復帰の判断は、職場で求められる業務遂行能力まで回復しているか否か
の判断とは限らないことに留意。より円滑な職場復帰を図る観点から、主治医に対し、あらかじ
め職場で必要とされる業務遂行能力の内容や勤務制度等に関する情報提供を行うこと。

４ 職場復帰後の段階

心の健康問題を抱えている労働者への対応はケースごとに柔軟に行う必要があることから、
主治医との連携を図ること。職場復帰した労働者や当該者を支援する管理監督者、同僚労働者
のストレス軽減を図るため、職場環境等の改善や、職場復帰支援への理解を高めるために教育
研修を行うこと。

改訂版「心の健康問題により休業した労働者の職場復帰支援の手引き」
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○ 事業者、産業保健スタッフ等からの相談に対応

○ 事業者、産業保健スタッフに対する助言等の実施

○ 職場の管理職に対する教育の実施（平成22年度新規）

○ 相談機関の登録・公表、事業場への紹介等の実施

○ 事業者、産業医、主治医、相談機関、行政機関等の間のネットワークを構築

事業内容

○ 地域における職場のメンタルヘルス対策の中核的機関として全国４７都道
府県に設置

○ メンタルヘルス不調の予防から復職支援まで職場のメ ンタルヘルス対策を
総合的に支援

趣旨・目的

メンタルヘルス対策支援センター事業の概要
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メンタルヘルス対策支援センター

都道府県労働局・労働基準監督署

メンタルヘルスの専門家

事業場

ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ関係機関

メンタルヘルス対策支援センターの概要

都道府県自殺関係部署

精神保健福祉センター

保健所

地域障害者職業センター

地域産業保健センター

連携・協力

医療機関

● 総合的な相談対応

● 専門家による訪問支援

● 関係機関とのﾈｯﾄﾜｰｸ形成

● 相談機関の周知・紹介

● 職場の管理者に対する教育 等

専門家の派遣

相談

メンタル不調者
指導

連携・協力

診療

● 職場内の体制整備

地域における職場のメンタルヘルス対策の中核的機関として全国47箇所に設置

● 心の健康づくり計画

● ４つのケア

● 教育研修の実施 等

メンタルヘルス対策に関する指導の実施

相談

関係機関のネットワーク 16



働く人のメンタルヘルス・ポータルサイト

「こころの耳」

http://kokoro.mhlw.go.jp

事業者、産業医等の産業保健スタッフ、労働者などに対し
総合的な情報提供を実施。

○メンタルヘルスや過労死のための
基礎知識
○うつ病、自殺、職場改善の参考事例
○各種支援・助成制度
○専門の相談機関や医療機関
○統計情報
○関係行政機関の情報

等
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３ 自殺防止のための対策
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自殺者の推移

・自殺者数は年間３万人超
・自殺者の３割が労働者

32,845人

9,159人
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(単位：人)

自殺者数 原因・動
機特定者

自殺の原因・動機

家庭問
題

健康問
題

経済・
生活問
題

勤務問
題

男女問
題

学校問
題

その他

平成21
年 32,845 24,434 4,117 15,867 8,377 2,528 1,121 364 1,613 

平成20
年 32,249 23,490 3,912 15,153 7,404 2,412 1,115 387 1,538

平成19
年 33,093 23,209 3,751 14,684 7,318 2,207 949 338 1,500

注： 原因・動機を自殺者一人につき３つまで計上可能

自殺の原因

・勤務問題を理由とする自殺者は約２５００人
※労働災害による死亡者数１０７５人（平成２１年）

資料出所：「平成２１年中における自殺の概要資料」（警察庁）
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普及啓発の重点的実施
～当事者の気持ちに寄り添ったメッセージを発信する～

ゲートキーパー機能の充実と
地域連携体制の構築

～悩みのある人を、早く的確に必要な支援につなぐ～

職場におけるメンタルヘルス対策・
職場復帰支援の充実

～一人一人を大切にする職場づくりを進める～

アウトリーチ（訪問支援）の充実
～一人一人の身近な生活の場に支援を届ける～

精神保健医療改革の推進
～質の高い医療提供体制づくりを進める～

誰もが安心して生きられる温かい社会づくりを目指して
～厚生労働省における自殺・うつ病等への対策～

自殺の実態の分析

有職者の自殺率も上昇

自殺者数は32,845人（平成21年）と
深刻な状況

厚労省は、医療、福祉、労働、年金など、
一生を支える責務を有し、自殺対策に
重要な役割

＜様々な統計データの分析を実施＞

自殺には多くの要因が関連

自殺率の高いハイリスク者

地域・時節など様々な要因をとらえた
効果的な対策が求められる

うつ病等の精神疾患
うつ病の受診患者数の急激な増加

治療を受けていない重症者の存在

自殺の背景に、様々な精神疾患が
関連することが多い

精神科医療の改革と診療の質の
向上が求められている

今後の厚生労働省の対策 五本柱

厚生労働省 自殺・うつ病等対策プロジェクトチーム報告
（平成22年5月28日）

無職者

離婚者など独居者

生活保護受給者

精神疾患患者

柱１

柱２

柱３

柱４

柱５
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職場におけるメンタルヘルスの現状と課題

対策の充実

良好な職場環境の実現 労働者の自殺の減尐

●企業文化の醸成

・長時間労働の抑制等に向けた働き方の

見直しの促進

・パワハラ防止等職場における良好な人間

関係の実現に向けた取組の促進

・職場環境に関するモニタリングの実

施

●職場の体制整備

・定期健康診断を実施する際のメンタル不

調者の把握とその後の対応の検討

・メンタルヘルスの専門家等を有する外部機

関の活用と質の確保のための措置の検討

・メンタル不調に対応できる産業医等の養成

・中小規模事業場等の管理職に対する教育の促進

●個人への対応
・労災申請に対する支給決定手続

の迅速化

・うつ病等休職者の職場復帰の支援

及び事業者の取組への支援の強化

・配置転換後等のハイリスク期に

おける取組の推進

・地域保健との連携の促進

● 職業生活において、強い不安、ストレス等を感じる労働者の割合は約６割

● 精神障害等に関する労災請求件数は増加傾向

● 自殺者数は１２年連続で３万人を超え、うち３割が「被雇

用者・勤め人」

● メンタルヘルス対策に取り組んでいる事業場の割合は ３３．６％。

事業場規模が小さくなるほど取組が低調。

● メンタルヘルス対策に取り組んでいない理由としては、

「専門スタッフがいない」（４４．３％）

「取り組み方がわからない」（４２．２％） が多い。

職場におけるメンタルヘルスの体制
不調者への適切な対応

既存の対策
・ 衛生委員会におけるメンタルヘルス対策に関する調査審議の義務化

・ 長時間労働者に対する医師による面接指導の義務化

・ 「労働者の心の健康の保持増進のための指針」の策定

・ 監督署による事業者への指導

・ 「職場における自殺の予防と対応」（自殺予防マニュアル）の策定

・ 「こころの健康問題により休業した労働者の職場復帰支援の手引き」の策定

・ メンタルヘルス対策支援センターによる事業者への支援

・ メンタルヘルス・ポータルサイト「こころの耳」による情報提供

職場のメンタルヘルス対策・職場復帰支援

●監督署による事業者への指導の充実 ●メンタルヘルス対策支援センターによる支援の充実 ●情報提供の充実
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４ 今後のメンタルヘルス対策
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「職場におけるメンタルヘルス対策」が重点の一つとされ、「メンタルヘルス不調者の把握と
把握後の適切な対応」について検討することとされた。

職場のメンタルヘルス対策の検討経緯

自殺・うつ病等対策プロジェクトチーム報告書（平成２２年５月取りまとめ）

職場におけるメンタルヘルス対策検討会報告書（平成２２年９月取りまとめ）

定期健診に併せ、ストレスに関連する労働者の症状・不調を医師が確認し、産業医等の
面接につなげる新たな枠組みが提言された。

新成長戦略（平成２２年６月１８日閣議決定）

別表 成長戦略実行計画（工程表）
Ⅵ 雇用・人材戦略～「出番」と「居場所」のある国日本～②
11. 職場における安全衛生対策の推進
【2020年までの目標】メンタルヘルスに関する措置を受けられる職場の割合１００％

（現状）33.6％（平成19年労働者健康状況調査）
【早期実施事項（2010年度に実施する事項）】「労働政策審議会での検討・結論」

以上を踏まえ、労働政策審議会において、審議
（平成２２年１２月建議（次頁参照）） 24



事業者の取組の第一歩として、医師が労働者のス
トレスに関連する症状・不調を確認し、この結果を
受けた労働者が事業者に対し医師による面接の申出
を行った場合には、現行の長時間労働者に対する医
師による面接指導制度と同様に、事業者が医師によ
る面接指導及び医師からの意見聴取等を行うことを
事業者の義務とする「新たな枠組み」を導入するこ
とが適当である。

職場のメンタルヘルス対策の検討経緯

労働政策審議会建議 （平成２２年１２月22日）
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労働政策審議会建議（平成２２年１２月２２日）

○ 医師が労働者のストレス症状を確認し、面接が必要と認める場合には労働者に

直接通知

○ 労働者が事業者に対し面接の申出を行った場合には、現行の長時間労働者に対

する医師による面接指導制度と同様に、事業者が医師による面接指導及び医師か

らの意見聴取等を行う

（留意点）

○ 事業者は、労働者の申出又は面接指導の結果を理由として、解雇その他の不利

益な取扱いをしてはならない

○ 事業者の取組の第一歩として、ストレス症状を有する者に対する
面接指導制度を導入する（別紙参照）

【具体的な枠組み】

建議を踏まえ、必要な対策を検討中
26



○ひどく疲れた

○不安だ

○ゆううつだ 等

医師がストレスに関連す
る症状・不調を確認

①通知

医師が、ストレスに関連する症
状・不調の状況から、医師（産
業医等）の面接が必要と判断し
た場合

一般定期健康診断と併せて実施

※別途実施も可能

労
働
者

事
業
者

③面接の実施依頼

時間外労働の制限、作業の転換
等について意見

解雇、その他不利益な取
扱いを行ってはならない

医
師(

産
業
医
、
地
域
産
業
保
健
セ
ン
タ
ー
の
医
師
等)

必要に応じて
受診を勧奨

医療機関

④面接指導の実施

時間外労働の制限、作業の
転換等の措置

②面接の申出

⑤医師からの意見聴取⑥事後措置の実施

労働者の意向を尊重

直接受診

（労働安全衛生法の枠外）

（別紙）
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